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平成25年８月１日（火）午後１時、工学院大

学新宿キャンパスを会場に78大学７短期大学よ

り、149名の理事長、学長、学部長等関係者が参

集して開催。

大学教育のイノベーションを考察するため、プ

ロブレム・ベースドラーニング（問題発見解決型

学修）の課題を整理し、学生の自律的学びを深化

させる学修ポートフォリオの活用など大学として

行動すべき教学マネジメントを

探求する場とした。

開会に当たり向殿政男会長
（明治大学）より、「教育の質的
転換をどのようなところからは

じめ、どのような方法で教育を

変革していくことが望ましいの

か、教学マネジメントの視座を探求する機会にし

たい」との開催趣旨の挨拶があった。

次いで、会場校を代表して学校法人工学院大学
理事長の高田　貢氏より、「グローバル化人材の
育成や教育システムの変革がク

ローズアップされ、高等教育界

で優勝劣敗の時代を迎えようと

している中で大学教育のイノベ

ーションをテーマに会議を開催

されることは大変有意義であ

る」との挨拶があり、プログラ

ムに入った。

講演

「主体性を育む学びのイノベーション
—PBL（問題発見解決型学修）の導
入と課題」

安西　祐一郎氏（中央教育審
議会副会長[当時]、日本学術振興
会理事長）より、概ね次のよう
な考えが披露された。

１．教育関係者の意識変革が課題
日本の大学教育は、教員が教壇で話し、学生が

聞いてノートをとり、試験で覚えたことを吐き出

して単位を取れば卒業できる。総論としてはそう

いう時代を経てきたが、そうはいかなくなり質的

な転換を図らなくてはいけない。ところが、日本

の大学の方々がそのことについて本当に意識して

いるのかというと、そうではないのではないか。

『タイタニック』という映画があったが、タイタ

ニックに乗っている人達はまさか氷山がぶつかる

とは思ってもいない。船長など関係者だけが氷山

が近づいていることが分かっているわけで、恐ら

くここにおられる方々はそのことが分かっている

方々に違いない。問題はそうではない大学の教員

の方々が世界の変化を知って、危機感を持つこと

ができるかどうかにかかっている。

学生達が学んでいくということはどのようなこ

となのか、彼らを応援するとはどのようなことな

のかを振り返る中で、主体的な学びを育んでいく

のだと思っている。

２．世界の潮流の変化と人材育成
今、世界中のコミュニケーションのスピードが

速まっている。大学の教員を通してではなく、学

生が自分でもって学ぶことができる。自分の目標

を持って暮らしていけば、自分の人生が開かれて
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自体がおかしくなっており、教育方法もおかしく

なっているところに問題がある。

教員の意識と大学生の意識調査のデータでは、

チーム・ベースドラーニングの中心となるグルー

プワーク、プレゼンテーション、ディスカッショ

ン等の機会を取り入れた授業が増えているが、学

生はその授業をよいと思っているわけではない。

興味がなくても単位を楽に取れる授業がよいと思

っている傾向が増えている。また、保護者の

アドバイスや意見に従う学生が増えており、

何事も自分で決めることが少なくなってきて

いる。高校であまり勉強しないまま、何とな

く入った大学でも勉強しないうちに就活で苦

労する。それでも日本の教育が何とかここま

で保ってきたのは、初等・中等教育が担保し

てくれたからである。

ところが、世界の動向は人材育成がそれぞ

れの国・地域の戦略になってきている。その

ような中で、大学生は自分自身で目標を持っ

て勉強をする、自分の一生や自分の幸せに向

けて経験を積んで受講していかなければなら

ない。技術系の大学も授業の仕方をオープン

にし、PBL（Problem Based Learning）型の

ディスカッションベースにしていかないと卒業生

は力からを発揮できないと思う。それを大学関係

者は応援できるかどうかが分岐点である。

３．主体性とPBL
主体性を学生に身に付けてもらいたいと思うの

であれば、まず教員自らが主体的にならないとで

きるわけがない。主体性とは、自分の目標を自分

いく。グローバル化で大変だと言う

が、若い人達にとってチャレンンジ

ングであって、自分の力を発揮して

いこうと思えば発揮できる時代が巡

ってきた。

それを実現していく要素は、主体

性ということではないか。自分の目

標を見つけて、それに向かって実践

していく力が重要となる。人の気持

ちがわかる、人と協調するチームワ

ークの学びが非常に大きな柱になる。

グループ学修とは、例えて言うと、

知り合いの学生同士が一緒にコミュ

ニケーションをとりながら勉強する。

チームワーク学修は、知らない人達

とコミュニケーションして目標を共

有し合い、目標を達成するもので、主体性を育む

学修環境が必要になる。

日本の教育の現状をデータで見る。学力中間層、

いわゆる普通高校における高校生の１日の平均学

習時間が1990年から2006年までの15年間で、２

時間から１時間に半減した。おそらく全員が入学

できるようになり、大学入試の位置づけが多様に

なったからだろうと思われる。

大学生の学修時間は、１週間の平均で大学の授

業に出ている時間を除くと、10人のうち約７人

の学生は５時間以下しか勉強していない。さらに、

社会科学系の学生の約20％は０時間、大学に行

っている時間以外はまったく勉強していないとい

うデータがある。アメリカとはかけ離れている。

それは、高校生や大学生が悪いのではない。勉強

させればよいのかというと、それは間違い。勉強

させるという問題ではなく、教育環境や学修環境
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で見出して実践する力で、チームワークが大事で

ある。そして、目標を達成するためには、協調し

ていくことも大事である。一方、自分の目標を持

っている人は、その目標が達成されやすいように、

記憶、知覚など、何かを思い出すのにあらゆるこ

とが働く。主体性を涵養するPBLは、課題解決型

の学修ではない。問題発見解決型の学修であって、

答えのない問題を自分で見つけていくということ

が大事であるが、現在の教育は、答えのない問題

に対して教員も一緒になってアタックするという

学びになってないように思われる。

PBLは教育のためのテクニックではない。PBL

自体は一種の考え方であって、マニュアルを読ん

でそのとおりやればPBLができるという問題では

ない。私の経験では教え込まないことも大事で我

慢することだ。それから、ある学科等の中だけで

PBLをやっていると言われても、結局学生から見

れば情報も閉じている、問題も閉じている、教員

も閉じている、考え方・知識も閉

じている中で考えさせられている

に過ぎないことが多い。

答えのない問題にチャレンジす

る力がどこから生まれてくるのか

は、上から指示することで生まれ

るものではない。学生の心から生

まれてくる可能性の場を作ってあ

げることだ。本当に主体性を持て

るかどうかは、学生の自己責任に

なってくると思う。そのくらい厳

しい学びの場を作っていかない限

り、学生が本当に主体性を持つよ

うにはならない。

情報通信技術は主体性の涵養に

役立つか、と問われれば役立って

いる。ただし、情報通信技術を単に導入しても主

体性は身に付くものではない。主体性が湧き出て

くる学生達が情報通信技術を使えば、さらに伸び

る。MOOC（Massive Open Online Courses：大

規模公開オンライン講座）は、授業をほぼ無料で

世界中にネットで配信している。特に発展途上

国の若い人達が無料で勉強している。発展途上国

の若い人達と日本の学生達との大きな違いは、主

体性を持っているかどうかである。いずれにして

も、これからの教育の市場がグローバルになって

いくことは間違いない。その中で、日本の学生が

社会に出て、他国の学生と対等にチームワークで

仕事をしていけるようにするためには、主体性を

身につけることが大事だ。MOOCも、主体性があ

って初めて成り立つことをぜひ申し上げておきた

い。

４．主体性を引き出す教育の研究実践
主体性が身に付くカリキュラムは在り得るかに

ついて「Future Skills Project研究会」の例を紹介

したい。

社会で活躍できる人材を大学で育成するにはど

うしたらよいか。課題の一つは何をしてあげられ

るかということ、二つは学生自身が主体的に学

ぶ・成長する機会を大学に作ることができるかで

ある。そのような学修の場を複数の企業・大学が

一緒に協力し、大学の１年生から提供する取り組

みを行った。３年前からFuture Skills Project研究

会を設け、サントリーホールディングス株式会社、

株式会社資生堂、日本オラクル株式会社、アステ
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ラス製薬株式会社、野村證券株式会社、ベネッセ

コーポレーションの６企業と青山学院大学、立教

大学、明治大学、上智大学、東京理科大学の５大

学で始めた。その後、東京薬科大学、芝浦工業大

学などの大学や数社の企業も参加している。企業

は、人事部長レベルの方、大学は学部長レベル、

副総長レベルの方々がボランティアで関わってい

る。

研究会では、主体性という学びのオペレーティ

ング・システムを学生自身に持たせることを理念

として、授業での実践を進めている。１年生の１

学期までの間に二つの企業に授業に参加していた

だき、振り返りの学修も入れて１企業で概ね７週

の授業を担当している。７、８人のグループに分

かれ、企業から出された答えのない課題について、

企業と学生が一緒に検討して答えを考え出してい

く。15週間における教室授業以外での学修時間

は、学生個人の準備、少人数チームでのディスカ

ッションなど全部合わせると75時間となる。こ

のPBL授業１コマでもって、１週間当たり５時間

の学修となる。日本の学生の学修時間は平均10

人中７人が１週間に５時間以下という中で、この

ような授業が例えば１週間に５コマあれば、学生

は５倍の学修をすることになる。それが世界の標

準であって、グローバルな時代の中で、日本の学

生が本当に幸せに生きていこうと思ったら、１週

間にそれだけ学修することが必要と理論づけるこ

とが大事と思う。

５．大学の転換に向けた課題
人は誰でも多くの秘めた能力を持って生まれて

くる。若い人達がそれを自分で発見し、磨いて、

他者に貢献することを通して喜びと仕事・糧をと

れるようにするのが、我々の責任ではないか。

大学教育は極めて受け身、高校教育も極めて受

け身であった。受け身の教育の両側からすべて押

し付けられてきたのが大学入学者選抜の問題であ

る。これを打破するには高校教育、大学教育、大

学入試の三つを同時並行で改革していかなければ

ならない。大学入試で何か多様化路線、例えばパ

フォーマンス評価などをすれば、すべてが解決す

るのではないかという幻想があるが、これはあり

えない。特に経営が困難な大学では、入学者選抜

でいくら形を整えたところで、どのような学生で

も入ってしまう。経営困難な大学において大学教

育の質の向上をどうやって測るのかということが

極めて大きな課題である。こ

れについての名案はなかなか

ない。

大学進学率が５割を越えた

状況において、社会に対して

責任を果たすには、あらゆる

大学が知識レベルということ

ではなく、自分で目標を持ち、

自分で自分の人生を切り拓い

ていけるような力を持った学

生を育てるというレベルの教

育をしなければならない。そ

のくらいの気持ちがなかった

ら日本の大学というのは沈ん

でいくであろう。

個々の大学教員が世界の変

化、世界の動向、自分の学生

が本当に幸せになるというの
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がどのようなことか、という思いを持ってもらう

というのが大事だ。最後にPBL等アクティブ・ラ

ーニングを含めた学びの場の転換をできるだけ多

くの大学、高校も早く実施してほしい。そうしな

いと今の若い人達が早く幸せになれないというこ

とになる。日々の営みの中で、今申し上げたこと

を少しでも手がけていただきたい。

【質疑応答】
［質問］マイケル・サンデルさんのような授業が　

主体的な授業と言われているが、普通のプレゼ
ンの場をもっと主体的な学びの場にするにはど
うしたらよいのか。

［回答］皆さん専門家なので申し上げることもな
いが、何かがベストとか、それをやれば主体性

が身に付くという問題ではない。それぞれが模

索しながら蓄積していくのだと思う。一つある

のは、我慢するということが大事。教えすぎて

しまうというのがかなりある。学生も黙って何

考えているのかわからない。そのようなことを

していたら１年経ってしまうとよく言われる。

そこを我慢して学生が少しでも自分からという

気配を見据えてもらうということが大事。やれ

ば皆ができるというわけではないので、工夫し

て考える必要があると思う。

［質問］学生達を幸せにしてあげたいという気持　
ちを持って教育をしていくつもりだが、どうも
学生達が幸せになりたいと思ってくれないとい
う感じが多い。大学に問題があるとされていた
けれども、大学以外の社会の問題になってくる
と感じる。学びを通じて学生が幸せになりたい、
気持ちよいというのを出せるところが非常に難
しいと感じている。

［回答］Future Skill Project研究会のシンポジウム　

で必ず上がる質問は、「そんなことを言っても

そういう大学だからできるのかもしれない。自

分の大学ではとてもできない。一体それをどう

考えるのか」かなり多い。それに対する答えは、

実際やってみればできる。ただ、今申し上げた

ような方法だけでできるということではない。

大学全体の取り巻く環境として、学生達がここ

で学んでいけば幸せになれるのだ、ということ

を教職員が共有している必要がある。

［質問］印象的な言葉は、適応区分科目を教える
のではなくて、学生の中に主体的学びというオ

ペレーティング・システムを作り上げるという
話が感銘を受けたが、Future Skill Projectの
中でそういうOSを新たに作り込むというよう
なことが、どの程度可能なのかという疑問があ
るのだが。

［回答］Future Skill Projectだけがよいということ

ではなく、様々な工夫が行われている。このプ

ロジェクトは激論を重ねて積み上げ、結果も出

ているので参考になると思う。主体性というの

は何か一つあって、それをただ外から与えられ

て頭に入れればよいというのものではない。

［質問］アメリカの大学では教科書などを全部読
んできていることを前提に教員が意見を聞きな
がら確認している。日本では学生が事前に読ん
でこないし、「何か意見ありますか」というと
誰も手をあげない。中学、高校の教育という問
題があるのではないかと思うが。

［回答］まったくの主観だが、中学、高校、大学
の受験の中で、自分はいくら頑張ってもという

気持ちがあるのではないか。だからFuture Skill 

Projectの研究では、大学１年生に入った時期に、

「そうではないのだよ、自分でできるのだ」と

いう自信を付けさせてあげる。少人数のディス

カッションクラスの中で、チームで勉強してい

くことは大事だということを分からせる。どの

ような大学でも必ずできるはずだと思う。そう

いう気持ちでやらないと、なかなか学生は変わ

らないという意味だとお考えいただきたい。

講演

「自律的な学修の深化と教育成果の質保
証を点検する学修ポートフォリオの活
用と課題」

岩井　洋氏（帝塚山大学学長）
より、概ね次のような説明が合

った。

１．学修ポートフォリオとは
学修ポートフォリオは教育改

善の万能薬になるということではない。ツールで

あっていかに使うかということが重要。その使い

方によって効果が違ってくる。それを把握するに

はＩＲ（Institutional Research、大学機関調査）と
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の関係に繋がってくる。自分の大学の状況を把握

しておかないと、どの教育方法が効果的であるか

が分からないことになる。そのようなことを大前

提に話を進めたい。

この学修ポートフォリオと呼ばれるものは一体

何であるかというと、学生自身が学修成果を継続

的に収集・蓄積したものをデジタル化したもの

で、ｅポートフォリオと呼んでいる。学生、教員、

大学にとってどういう意味を持つのか、三つあげ

られる。一つは、学生にとっては目標設定の振り

返りのツール。二つは、教員にとっては形成的評

価のツール。１回のテストで評価するのではなく、

授業の中で繰り返し様々な方法やプロセスで評価

し、総括的な評価ツールとして非常に有効。三つ

は、大学にとって教育プログラムの評価ツールに

なる。教育プログラムがどの程度有効性を持って

いるかを測るツールにもなる。

２．学修ポートフォリオの形態は多様
ポートフォリオは非常に多様でカルテ型、ブロ

グ型、統合型の三つに分類できる。カルテ型は、

学修カルテを想定して学生の学修行動の把握を重

視し、その記録に使う。ブログ型は、学生自身が

自己表現をしていく場合のツールとして活用す

る。統合型は、カルテ型とブログ型の両方とも兼

ね備えている。これらの分類はあくまでも便宜的

なもので、実際は活用目的に応じたシステムや仕

掛け、運用体制が必要となる。その際、何のため

にポートフォリオを大学で導入するのか、導入する

ための目的をまず明確にすることが重要となる。

３．学修ポートフォリオ活用の意義
学修ポートフォリオを導入する意義は、五つに

分類できる。

一つは、学修成果の統合化ツールとして学生自

身が蓄積した学修成果を経年的に見て、自分の成

長を確認する。例えば、１年生のときに作成した

レポートがポートフォリオに蓄積されていて、３

年生のときに作成したポートと比較すると、その

違いに気づかされ、自分の成長を実感できる。

二つは、学生自身によるＰＤＣＡサイクルの確

立に役立つ。例えば、目標設計をして実際に行っ

てみた学修成果を見て、今年はこれができなかっ

た。だから来年はこれをしようというように、目

標設定に対して振り返りのサイクルがずっと動い

ているということが大事。特に振り返りがポート

フォリオを活用するとき非常に重要。よく勘違い

されていることの一つに、学修成果を蓄積したら

よいと思われているが、定期的に自分は何ができ

るようになったのかということを、学生に自分の

言葉で書かせる。さらに、教員がコメントを付けて

あげるという相互作用が非常に重要になってくる。

三つは、学びと教育の「見える化」、可視化が

できる。成績評価の数値データだけでは、学修で

得られた具体的な成果が見えてこない。学修行動

のプロセスを教員・学生が共有化できるようにす

ることで、学生一人ひとりの学びの状況を確認で

きるツールとして非常に重要である。

四つは、形成的評価のツールとなる。学修成果

の蓄積と教員からのコメント、フィードバックが

非常に大事。ポートフォリオを使って学生一人ひ

とりに教員がコメントし、学修指導していくプロ

セスを踏まえた総括的評価が必要になる。どの程

度にコメントすればよいのか、というテクニック

はＦＤの課題として別途ある。

五つは、教育プログラムの評価ツールとなる。

ＩＲの話と繋がってくるが、各教員の教育がどの

程度効果をあげているのかという一つの指標とな

る。教育プログラムの有効性を測る手段となり、

点検・評価を通じて大学としての教育課程の見直

しなどに役立てることができる。

４．学修ポートフォリオの活用事例
帝塚山大学では現実には少しシステムが変わっ

ているが、蓄積があるという取り組みを紹介する。

ＴＩＥＳという本学が開発したｅラーニングシ

ステムで、学生の時間割のポートフォリオという

アイコンをクリックすると、ｅラーニングの授業

の場合はビデオ、その後の課題、課題に対する答

え、アンケートという形で時系列的に成果が並ん

でいる。例えば、前期・後期15回ずつの授業が

どのように展開し、自分は何をやっているかとい
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うことが分かるようになっており、学修の「見え

る化」が実践されている。さらに、講義の流れに

沿った学修成果の蓄積、学生自身によるやるべき

タスク・ToDoの設定、学修成果に対する評価も

できるようになっている。例えば、経済学では

「回帰分析を用いて私はこういうふうに分析しま

した」ということが学修成果物としてここに入っ

ている。

ポートフォリオを活用する背景としては、建学

の精神、大学の教育理念、学士力との関連による

各学部の教育目標・人材養成目標があって、そこ

から、本学では「ｅ能力アセスメントの評価項目」

といった共通項目が設定されている。その到達目

標をそれぞれシラバスに書き込む。その際「何々

ができる」という表現に統一するようにしている。

「できる」と設定したからには何ができるのかと

いうことを、ポートフォリオの中に学修成果物と

して蓄積し、それを学生に自己評価させる。仮に

３年次に「人間力」という科目の場合、到達目標

にはコミュニケーション能力、協調性など六つの

項目がある。半年経って学生が自己評価したとき、

どの程度できたのかということをレーダーチャー

トにする。

次に教員の評価を行い、その結果を学生の評価

と重ねてみる。教員の評価と学生の評価にずれ、

差分が出てくる。教員が十分に教育できたと思っ

ているのに、学生の自己効力や自己評価が低いと

いう項目については、教育の方法を考え直さなけ

ればいけない。逆に教員はできていないと思って

いるのに学生ができているというのは、何なのだ

ろうかということを教員自身も振り返ることにな

る。

ポートフォリオは数値では測れないことを評価

するためのツールだが、この程度の数値化で様々

なことが見えてくる。これを教育改善にどのよう

に繋げていくかというと、ミッション・教育理念

等を再認識し、教育目標を達成できる仕組みとし

て、カリキュラムを点検する。各学部学科の人材

養成目的にあったカリキュラム構成になっている

か、教育目標を達成できるような適正な教育方法

になっているのかを検討する。そしてミッション

の再認識ということに繋がっていく。

アメリカでのｅポートフォリオの例をいくつか

紹介する。Bowling Green State Universityという

オハイオ州にある州立大学では、ｅポートフォリ

オを効果的に活用している。ここでは、学生の音

楽教育のポートフォリオを見ると、学生のポート

フォリオのツールバーにいくつかの項目が設定さ

れている。「Showcase」では、

学生自身がどのような活動を

したのかを誇らしげに人に知

らしめている。次に「matrix｣､

｢Resume｣､「Calendar」は学修到

達目標に関係した項目である。

「matrix」には、outcomeが掲

載されている。学修到達目標

に向け準備した成果は、１年

〜４年までwriting、creative

problem solving（創造的問題

解決）や様々なファイルのア

イコンの中に学修成果として

埋め込まれている。例えば

QuickTimeの動画で自分の活

動について紹介している。外

部評価団体の多くが推奨して
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いることもあり、このような枠組みを使ったポー

トフォリオの作り方はアメリカではかなり普及し

ており、同様の仕掛けを作る大学が多い。

次のIUPUI（Indiana University-Purdue University

Indianapolis）も同じようにマトリックスで学修成

果を掲載している。「PULS」にはCritical Thinking

など学生に身につけて欲しい６項目が設定されて

おり、導入編から中間編、上級編、体験編のカテ

ゴリー別の枠に入っているファイルをクリックす

ると、学部学科の授業に応じて課題等に対する学

修成果が閲覧できる。枠の中は色分けされており、

信号と同じように青の部分は教員が評価してクリ

アしている。黄色の部分は保留など、教員の評価

がそのままであることが色に反映されている。こ

のような仕掛けをマトリックス思考と言い、学修

到達目標に対してレベル分けし、それに対する成

果物、評価をそこに埋め込んでいく方法がかなり

普及している。

５．学修ポートフォリオの隠れた仕掛け
ポートフォリオの見えざる隠れた仕掛けについ

て整理する。ポートフォリオ導入の目的を確認す

る際の重要事項として、まず、ｅポートフォリオ

を通した「集中・継続・反復」により、学生自身

の自己管理能力が育成される。次に、目標設定→

振り返り→目標設定のサイクルにより、振り返り

能力、特に「メタ認知」が育成されることで、自

分のことをもう一人の自分が見ているような感覚

で見ることができるようになる。三つ目は、継続

して記録することによって、自分のことを表現す

るという能力が育成される。四つ目は、学修到達

目標を設定することでＦＤ効果が高められる。五

つ目は、ＩＲのための質的データの収集ができる。

６．学びと「見える化」
ポートフォリオという仕掛けを使うことによっ

て、教育と学びのプロセスを可視化して学生・教

員がそれを共有化し､教員の教育改善や学生が学

びを深めていくのに役立てる。「教員は今何を教

えているのか｣､｢学生がどれくらい身に付けている

のか」など、自分の授業に対して

どういうフィードバックをしてき

たのかできるようになる。学修到

達目標に向けて教員と学生が共に

歩んでいくプロセスとして活用で

きる。

今進んでいることを目に見える

形にビジュアライズすることによ

り、自分も理解できるし、理解し

た上で相手に伝える。相手もそれ

を理解していくことになる。学修

到達目標と学びと教育のプロセス

が明確になれば、どのプロセスと

結果に着目して、どういうデータ

を取れば評価が可能になるかとい

うことも明らかになり、ＩＲに役

立つ。

７．学修ポートフォリオ導入・活用の課題
導入の課題は、三つある。一つは、コンセンサ

スの問題がある。ポートフォリオを導入する目的

と必要性が大学の中で明確になっているか、学内

でコンセンサスを得られるのかどうか。二つは、
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普及促進の問題がある。導入しても普及を促進す

る仕組みがあるのか、仕組みをどう確立するのか。

そして何よりも重要なのは、カリキュラムや授業

の中にポートフォリオをどのように組み込み、ど

のように学生を巻き込むのか、三つ目の人的・財

政的資源との問題につながってくる。人的問題と

しては、普及促進のためにはキーパーソンが必要

となる。トップダウンでは全学的に普及しない。

そのキーパーソンを、例えば学部学科に一人ずつ

見つけ、その人を中心に事を運んでいくというの

が順当なやり方ではないかと思う。技術的な問題

としては、ｅポートフォリオを継続的に運用する

ための技術者をどのように確保するか。財源の問

題としては、オープンソースを活用するとしても

継続的に運用するための財源が確保できている

か、各大学の事情に合わせて考えていかねばなら

ない。

８．まとめ
ツールとしての学修ポートフォリオを学修到達

目標と連動させることは、教育改善に多くの効果

をもたらすが、ツールでしかないのでどう使うの

かというところがポイント。

教育改善には「見える化」することで、今、自

分達はどこに向かっているのか、今どの辺にいる

のかということが、教員、学生、大学にとっても

非常に重要で、いかに有効に活用するかどうかは

教員の努力次第。

【質疑応答】
［質問］「見える化」と振り返りが大切ということ

が非常に良く分かった。この懸案は就職活動に
置くとよい影響があると思うので、就職活動で
の影響等について教えていただきたい。

［回答］本学ではキャリアポートフォリオという
使い方をしている。今の学生は、自己ＰＲ、志

望動機がなかなか書けない。書くこと自体慣れ

ていないので、ポートフォリオを使い書かせる

ことをしている。書いていたものが蓄積されると、　

自分の心が動いたこと、感動したこと、できる

ようになったことについて振り返りができるよ

うになる。今度はそれに教員が様々なコメント

を付けることによって、さらに就職支援、キャ

リア支援にも繋がっていくであろうと考えてお

り、使い方によっては非常に有効な活用方法で

あると思う。

全体討議

「未来を切り拓く人材教育のイノベー
ションを考える」

座長の向殿会長より、教学マネジメントで配慮

すべき視点を確認しながら「未来を切り拓く人材

教育のイノベーションを考える」ため話題提供に

入る旨の説明があった。

【話題提供】
「学修課程の把握（ＩＲ）と教学改善への
活用」

最初に山田礼子氏（同志社大
学高等教育・学生研究センター
長）より、教学ガバナンスの改
革行動を科学的に裏付ける教育

成果のデータを可視化・体系化

したＩＲと教学改善への活用に

ついて、概ね次のような説明があった。

１．中央教育審議会の動向
中央教育審議会の答申で学士課程教育を質的転

換してくための開発サイクルとして、学修成果の

測定・把握のためのアセスメントテスト、学修時

間などを問う学修行動調査、学修評価の基準を定

めたルーブリックの活用があげられている。海外

の例も参考にしながら我が国に適した評価手法に

ついて、大学間連携、学協会を含む大学団体等で

の研究・開発の推進が急がれており、教学マネジ

メントを支援するツールとして、教学ＩＲの重要

性が答申の中で指摘されている。

２．教学ＩＲの進展
高等教育のマネジメントとしてのＩＲとは、ど

のようなものか。ＩＲとは、大学の教育活動の実

態をデータとして収集・格納し、教育の実施状況

を客観的に把握・分析して、大学としての教育問

題の明確化と原因の探索、政策策定と意思決定を

支援する情報提供のツールで、大学全体の資源配

分のあり方や管理・評価などに活用していくこと

と捉えている。

日本でのＩＲ進展の状況は、2010年の同志社

大学高等教育・学生研究センター研究員の調査に

よれば、全大学を対象に調査したところ、136大

学から回答があった。その中でＩＲ部門を設置し

事業活動報告
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ているところは21％であった。ＩＲ部門の名称

は「ＩＲ」としての設置が10校、「企画」が48校、

「評価」が13校、混合名称６校となっており、Ｉ

Ｒという用語もあまり浸透していない。

教育の質保証に対する大学の取り組みは、段階

的に三つのステージがある。第１ステージは、シ

ラバス、ＧＰＡ制度、ＣＡＰ制、学生調査の導入

で多くの大学が実施してきている。第２ステージ

は、ＩＲ機能の充実、ＩＲを活用した評価、その

評価結果を単位の実質化や学修時間の確保に結び

つける教育環境の整備だが、まだ多くの大学は第

２ステージに到達していない。第３ステージは、

ＩＲを通じて把握した客観的なデータの結果と評

価を教育改善に活かし、教育効果をさらに高めて

いく段階で、教育への還元である。

教育の質保証のステージを円滑化するには、第

一に「データ主導の教育改革は研究と実践のイン

タラクションが前提」、第二に「ＩＲ実践者を育

成するには、研究手法の向上と技能の修得が不可

欠」で大学ＩＲコンソーシアムでも大きな課題と

している。第三に「大学の個別データは、実践に

活かすことを前提」で研究に使うということでは

なく、実践に活かして体系化していく。第四に

「個別データの活用にあたっては、研究者倫理の

浸透が不可欠｣。第五に､「実践的にＩＲを進める

ためには、研究のフィードバックがなければ信頼

性が低い」。第六に「調査票の項目の策定にも研

究理論が基盤でなければ信頼性のある回答が得ら

れない」。第七に「継続的な調査結果の把握によ

って安定性が確保される」ことだと思う。

大学間連携によるＩＲ研究の一つが、JCIRP

（Japanese Cooperative Institutional Research

Program）という私達の研究で、学生の成長を測

定する学生調査をアメリカの大学と互換性を持つ

調査として開発し、大学間の連携の中で応用し、

実践へとつなげていく大学ＩＲコンソーシアムで

ある。コンソーシアムで得られた研究知見をどの

ように反映したかというと、標準調査項目の策定、

現代学生像の把握、学生評価という間接評価では

不十分で、テストやポートフォリオ、卒業論文な

ど直接評価との組み合わせ、学生の成長を評価す

る学修成果指標の必要性を認識し、ベンチマーク

指標の開発をしている。それを実践面で間接評価

と直接評価を組み合わせることができるよう、シ

ステム化した。いわゆるＩＲシステムの構築であ

る。もう一つは相互評価システムで、ベンチマー

クに通ずるものを構築し、どの大学でも指標とし

て使える英語のルーブリック指標を適用した。標

準化してどの大学でも使える項目、例えば学生の

自己評価・価値観等、情緒性に関連した項目は、

母集団が異なっても変化がない。短期的に安定し

た項目であるが、継続的に注視する必要がある。

質保証の一環としてデータをどのように活用す

るかは、「何を教えるか」から「何ができるか」

に発想を転換することが必要であり、学生の現状

を客観的データから把握する。学生の高校時代に

どのような学習・生活活動をしていたのか、主体

的に動いていたのか関連付けて分析する。あるい

はアウトカムとカリキュラム、授業等を関連付け

て分析する。授業評価と学生データとを関連付け

て分析することで、ＦＤに学生データを活用し、

カリキュラムの見直しや教授法の見直しへと繋が

っていく。

アウトカム・アセスメントに関する直接評価と

間接評価の使用モデルは、大学全体・学部で行う

マクロの場合、直接評価は標準テスト、資格試験、

ルーブリックなどがある。間接評価では学生調査

としての学修行動調査がある。教室内・授業での

ミクロの場合、直接評価はルーブリック、ポート

フォリオ、レポート、個別のテストなどがある。

事業活動報告
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間接評価では授業評価を適宜行っているが、それ

に見合ってデータに結びつけることをあまり大学

はしていない。

３．大学間連携による教学ＩＲの活用
間接評価だけでは教育改善に繋がらない。教育

改善に繋げるためには、直接評価と間接評価を連

結することが不可欠と判断し、学生調査結果を自

動化する分析システムを開発した。昨年９月に大

学ＩＲコンソーシアムを発足した。北海道大学、

大阪府立大学、甲南大学、同志社大学の４校でス

タートし、現在15校加盟しており、学生調査と

相互評価をベースにしたベンチマーキングを行

い、大学間で連携しながら教育改善を行っていく

ことにした。

ＩＲシステムは、学生調査の集計を自動化する

データベースシステムで、学生調査と教務情報、

大学情報を内部で連結・分析し、簡単操作で大学

の現状を数値化・可視化するＩＲ機能の一部を補

助するツール。ＩＲ機能とは、データの収集・登

録、データの集積・統合を通じて分析・集計し、

その結果を数値化・可視化することで、点検・評

価や意思決定に反映し、教学改善に繋げていくも

の。イメージとしては、学修過程に関する間接評

価としての学生調査データを基本に、学修成果に

関する直接評価の成績情報（PBLなど単位取得状

況など）をシステムに入れ統合し、教育アセスメ

ントを行い、その結果を教育マネジメントの支援

に繋げるというものである。

ＩＲに求められる主な機能としては、集計機能、

ログイン機能、データベース機能があり、イメー

ジは以下の通りである。

ＩＲシステムの活用例としては、「経年変化の

比較を通じて学生の成長・変化のパターンを把握

する」、「学生調査による間接評価（学修プロセス）

と成績等の直接評価（学修結果）を結びつけて分

析結果を表示する」、「教育プログラムの効果を測

定する」、「大学同士での相互比較に際して公開・

非公開の閲覧を設定する」などがある

ＩＲによる教育活動の活用事例として、４大学

の１年生の英語能力の自己評価を４月入学時と

11月入学後で実施した。日本の学生の聞く力、

読む力、会話力、書く力は、低いレベルから少し

上のレベルまでは伸ばすことができるとしてい

る。このことから、日本の英語教育はレベルの低

い底上げに目を向けており、優れたスキルを持つ

学生は伸長していないことがわかる。グローバル

アクセス社会の中で自分の大学はどういうポジシ

ョンにあるのか、ということも具体的な指標にな

るかと思う。そのような中でどういうＰＤＣＡサ

イクルを回し、教育改善に繋がっていくかが課題

である。

【話題提供】
「ICTを活用した教育改善モデル（経済学分
野）」

本協会の経済学教育FD/ICT

活用研究委員会の林　直嗣委員
長（法政大学教授）から、本協
会が昨年発表した「大学教育へ

の提言：未知の時代を切り拓く

教育ICT活用」の中で、５年先

を目指したICTを活用した教育改善モデル（経済

学分野）について、概ね次のような説明があった。

経済学の使命は、有限で希少な資源を効率的に

用い、必要な財貨・サービスを生産・分配・消費
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する活動を科学的に研究することを通じて社会を

豊かにすることである。市場経済の国際化・グロ

ーバル化により世界の人々が豊かになった一方

で、地球規模の環境問題、不況の連鎖、格差の拡

大など課題が山積している。これらの問題解決に

は、政治や政府の判断に必ずしも依存することな

く、市民一人ひとりが経済活動に対して自らの問

題として捉え、主体的に判断・行動する個の力が

重要となる。

そのような背景から経済学教育の目的は、持続

可能な社会を形成するために、グローバルで学際

的な観点から複眼的に問題を把握し、最善の解が

求められる人材の育成とした。一方向的に教員が

黒板に書いて説明して帰るというだけでは、学生

の心を動かす、意欲をかき立てるような能動的な

授業は到底できない。ハーバード大学のマイケ

ル・サンデル教授の白熱教室のように、学生一人

ひとりが惹きつけられていく学修を考え、「学生

が自らの問題として授業を受け止め、主体的に学

修する理想的な学びの仕組みを創り出す」ことを

目指して教育改善モデルを構想した。改善モデル

に先立ち、経済学教育における学士力を考察した。

第一は「日常の経済現象や経済全体の基礎的な考

え方や理論を理解できる」、第二は「経済の歴史

や制度を理解し、資料を援用して経済情勢を分析

することができる」、第三は「経済政策の基礎的

な用語や考え方を理解し、経済政策の重要性を理

解できる」、第四は「経済データの意味を理解し、

必要なデータを収集・整理して、統計的な処理が

できる。」第五は「経済学の知識を統合して、倫

理と公共性と責任感を持ち、学際的でグローバル

な観点から判断できる」とした。その五つの到達

目標の内、五番目の複雑な経済問題を多様な視点

で捉え、バランスのとれた判断ができるよう、広

範囲の社会科学分野の教員による「統合型授業」

を考察した。授業の仕組みは、学士力に掲げた４

年間の学修を通じて、経済学以外の社会科学系領

域の知見と現実的な問題解決方法を学ばせるため

に、各回の授業において学生が社会の現状と課題

を関連付けて学べるように、例えば「東日本大震

災後の日本の復興の問題」などをテーマに掲げ、

学修支援システムを用いて学生の予習・復習、評

価のサイクルを実質化する。その上で倫理や公共

性について関心を抱かせるため、外部の有識者と

学生との意見交換の機会をネット上に作る。さら

に、多様な視点から問題を捉えられるよう、経営

学・会計学など隣接領域の教員に加えて、社会学、

心理学、法学、政治学などによる教員の協力を得

て、ネット上で複合的な視点で議論できるフォー

ラム型の授業を行う。学生はビデオ・オンデマン

ド形式でワークショップ型授業を展開できるよう

にする。実施するには大変かと思うが、授業を創

造的・刺激的かつ魅力のある学びの場とするため

に、５年先を見据えて改善の方向性を提案した。

他方、経済学教員に期待される専門性、例えば

社会の経済的豊かさに貢献する使命感、経済学の

有用性を学生に理解させて興味・関心を抱かせる

などを整理した上で、改善モデル実現に求められ

る教員自身の教育力をについて考察し、ＦＤへの

対応、大学としての課題を明確にした。

【話題提供】
「大学教員に求められる教育力の考察」

教育イノベーションの基底となるのが教員一人ひ

とりによる教育改善への意欲と

指導力、それを束ねる教育ガバ

ナンス関係者のリーダーシップ

が要請されることから、教員の

教育力について以前から研究し

ている本協会の井端正臣事務局
長から、概ね次のような説明があった。

大学は、中央教育審議会の答申「新たな未来を

築くための大学教育の質的転換に向けて」（平成

24年８月）で提示の学士課程教育で育む四つの

能力要素、批判的・合理的な思考力などの認知的

能力、論理的・社会的能力、創造力と構想力、教

養・知識・経験を教育としていかに実現していく

かが課題となっている。できなければ学士課程教

育は実現できないことになる。

この能力要素が授業とどのように関係づけら

れ、教育プログラムとしてシステム化しているか

が重要。一人で授業を作るという時代から、担当

領域だけでなく隣接科目の先生方とも連携しなが

ら、最良の授業を大学で提供していく時代になっ

てきた。

本協会では平成18年の「大学教育への提言：

ファカルティ・デベロップメント」において、学

士力の質保証を進めていくには、教育力の枠組み

を大学自らが設定し、ＦＤを通じて最良の教員団

による教育が担保できるようにしていく必要があ

るとした。

大学設置基準では教員について「大学における

事業活動報告



教育を担当するに相応しい教育上の能力を有する

もの」と規定しているが、能力の内容は触れてお

らず大学の自由裁量となっている。そこで教育力

のイメージを人文・社会・医学系分野を通して考

察した結果、「授業の設計・評価・改善力」、「動

機付け・学修意欲を高める学生主体授業のマネジ

メント力」、「問題発見・解決および創造性を高め

る人間力向上の取り組み力」、「事前・事後学修の

指導力」、「授業価値を振り返る授業の質保証力」、

「知的好奇心の刺激などの教育態度力」、「教育改

善の提案・啓発力」が必要と提示した。その後、

中央教育審議会の答申「学士課程教育の構築に向

けて」（平成20年12月）において、「高度な専門

職である大学教員に求められる専門性やＦＤによ

って開発すべき教育力に関する枠組み等の策定の

検討」が指摘され、「大学団体等が中心となって

主体的な取り組みが進められるよう必要な支援を

行う」とした。そのような経緯から、本協会とし

て各分野で本格的に教育力の検討を始めた。

そこで、教育力の判断指標を検討する手掛かり

を提供するため、前述の教育力の要素を「学識、

技能、態度、実践」の視点から整理・見直した。

とりわけオリジナリティとインパクト性による発

見の学識、専門の枠以外に学際領域に目配りでき

る統合の学識、問題を発見し現場から理論を検討

する応用の学識、自分の領域だけでなく関連領域

を理解した上で教育することを求める教育の学識

を参考に、教員に期待される姿勢、高度な知識・

経験を各分野で検討し、その上で分野に共通する

教員の専門性を整理した。

専門性の中で特に重視された「姿勢」では、公

共的な役割・使命を自覚し、公正性など倫理観を

有していることが強調された。「研究展開能力」

では隣接諸科学の知識を統合し、複眼的・多面的

に探究できる、社会のイノベーションに貢献でき

る、多くの方々と協働して研究を展開できる。

「教育指導能力」では、学問の重要性を気づかせ、

興味・関心を抱いて主体的に学修に取り組ませら

れる、参加・発信・実践型のアクティブ・ラーニ

ングをマネジメントできることが大事とした。

専門性を土台にして改善モデルに求められる教

育力を考察した。一つはカリキュラム上の位置づ

けを理解して、教員相互で連携し授業を工夫改善

する、二つは上級学年生による学修支援の仕組み

を導入し、学生目線による学び合い・教え合いの

環境を対面やネット上に作り、事前にネット上の

教材等を閲覧・読解させ、対面を通じて問題意識
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の涵養と能動的な学修態度を身に付けさせる。

PBL型授業を導入し、プロジェクト単位で問題発

見から問題解決までの過程を体験させ、主体性・

創造性を身に付けさせる。三つは学修ポートフォ

リオから不足している能力洗い出し、卒業までの

間に指導する。四つはネット上で学修成果を発表

させ、学内または学外からの意見を参考に授業を

改善するなどの態度、知識、技能である。

教育力を高めるＦＤとしては三つ程あるが、と

りわけ学位授与を目的とした学士課程教育の能力

要素に向けて、教員間の連帯意識を高めていく。

例えば、自主的に社会に関与する意識・行動を育

む「市民性の涵養」を目指した教育プログラムの

開発に関われるよう理解の共有を図る必要があ

る。

ＦＤ活性化に求められる大学の課題としては、

質的転換に向けた教員職員の意識合わせ、教員の

ティーチングポートフォリオによる授業の振り返

りを通じて、内部統制意識を高める教学ガバナン

スの工夫を提案した。

【全体討議：主な意見交流】
向殿政男会長を座長に、疋田康行副会長（立教

大学）、岩井　洋学長（帝塚山大学）、山田礼子氏

（同志社大学）、林　直嗣氏（法政大学）、井端正

臣事務局長で質疑応答と意見交流を展開した。

［質問：座長］主体的な取り組みを客観的に評価
することは難しい。当然、教員による評価が中
心となるが、社会がどのように評価するかとい
うことも客観的な評価指標になると思われる。
就職率で評価することはおかしいという議論も
あるがいかがか。

［回答：岩井］主体性をどうやって測るのか、適
切な答えは持っていないが、多角的な評価はで

きる。重要なのは、ストーリーをもってどのよ

うに育てていくのかというプランと質的データ

と量的データを組み合わせて評価していくこと

だと思う。

［質問１］教育の質的転換を図るには、教員や大学
が仕組みを決めて対応していくべきだが、どこ
から手を付けたらこの問題は前進するか。

［回答：岩井］ＩＲというのは非常に重要な部分
で、それぞれのタイプの学生によって教育方法

も細かく変えていかなければいけないので、ま
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ずは現実を知るということから始める。それが

改善の一つだと思っている。

［回答：山田］学生の所属により結果が違ってく
るので、データを見る受け止め方としては非常

に厳しいものがある。受け入れてもらえるまで

にも時間がかかる。今は学習支援・教育開発セ

ンターの分析専門調査員が学部で説明までする

ようになった。日本の大学は仕組みのすべてを

取り入れようとしており、どれかが根付く前に

次のものを取り入れたりするが、何か一つに執

着するということも必要ではないかと思ってい

る。

［回答：疋田］大学基準協会の大学評価の中にＩＲ
を入れたほうがよいという話があり、いずれ必

須要件になってくると思っている。主要なファ

カルティだけでは全体が分からない。全学的な

ＩＲを導入して、成果が個々の学生だけでなく

て、全体としてどうなっているのかを早く知る

必要がある。

［回答：座長］基本データは大学としてＩＲで収
集・分析し、その結果を第三者に公開していく

ところから始め、教育の質の向上に繋げる。

［質問２］本学の医療系の学科では国家資格を合格
させるところに主眼を置いており、詰め込みと

試験を繰り返して学生に猛勉強させている。毎

日平均３時間、多い学生は５・６時間またはそ

れ以上となっている中で、アクティブ・ラーニ

ングを何とか導入しようと考えているが、国家

試験の合格率が下がるのではないかという反対

意見もあり、不安がある。もう一つは、学修達

成度の非常に低い学生をICTで引き上げるよう

な例があれば教えていただきたい。

［回答：岩井］学力的についていけない学生につ
いては、ICTのツールを使って自己学習という

形ができる可能性は残っていると思う。アクテ

ィブ・ラーニングは看護系ではかなり確立され

ている。医学系で普及しない理由は何なのか、

内実はよく分からないので分析されるとよいの　

ではないかと思う。

［質問３］理事長、学長のガバナンスを強化する
ことで、本当に教学改革できるのだろうか。国

では具体的にどのようにしようとしているのか。

［回答：座長］教学は各学部同じ方向を向いて、
大学で統一していこうという意見が執行部に多

いが、その話を教員の現場に持ってくると否定

される。しかし、教学ガバナンスの関係者がリ

ーダーシップを発揮して、大学全体の質的転換

を進めないことには、未来を切り拓く人材の育

成ができないところにきているのではないか。

［回答：井端］教育再生実行会議としては、大学
のガバナンス改革を進めるため、学長が全学的

なリーダーシップを発揮できるよう体制の整備

を進めるとして、法令改正を含めて教授会の役

割を明確化するとのこと。大学として最良の学

びを提供できるよう、教員が一致団結して教育

成果を社会にアピールしていくことが望まれる。

【総括】
向殿座長から、全体討議および講演、話題提供

を踏まえて、「未来を切り拓く人材教育のイノベ

ーション」で配慮すべき点が整理された。

一つは、最良の教育を提供していく社会的責任

を教職員が共有できるようにする。

二つは、学生の主体性を育むために、知識伝達

型授業から参加型授業への転換が図れるよう、ガ

バナンス関係者のリーダーシップの発揮が要請さ

れる。

三つは、大学として学生の学修行動を科学的に

把握し、学修成果の評価を通じて教学改革を強化

する。

四つは、学生目線での学修支援の体制づくりの

検討が必要。

五つは、教員の教育力の枠組みを大学自らが掲

げ、ＦＤを通じて教員の意識変革を促す必要があ

る。

関連情報提供

１．無料、双方向公開オンライン講座（MOOC）
を利用した学びの革命

朝日新聞2013年３月６日版の記事の通り、ネ

ット上で米国の一流大学の教員による授業が無料

で公開され、宿題や試験で基準に達すれば受講者

は修了証を入手できるMOOCが世界中で急拡大し

ている。その目的は「世界から優秀な人材を獲得

する」、「自分の授業を必要としている世界の全て

の人に提供することが生きがい」などとしており、

意欲ある受講者にとっては「学びの革命」が始ま

ったと大きな期待が寄せられている。
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朝日新聞2013年３月８日版でMOOCを大学の

授業に活用した反転授業が紹介された。サンノゼ

州立大学の「電子回路解析入門」の授業に入る前

に、ＭＩＴのオンライン動画を自宅で予習させ、

教室では動画の内容に沿った練習問題を３人一組

のグループで考えさせることで、４割の落第率が

１割に減少し改善された。これまで教員は教室で

の講義を続けてきたが、オンライン講座と対面授

業を組み合わせることで、大学教育をより効果的

にできるので、ICTの新しい授業スタイルとして

期待されている。

他方、MOOCを使うことにより、優れた海外の

大学にこれまで以上に学生が流出する可能性があ

り、従来の大学の存在価値を揺るがすインパクト

性がある。また、既存の大学を卒業しなくても、

質の高いオンライン講座で優秀な成績を収めれ

ば、就職の際に評価される可能性があることから、

高等教育を受けた人材の就業や転職に影響を与え

る可能性がある。

これに対して日本側は本協会も協力して、日本

のMOOC組織の設立に向けて準備を進めており、

秋には記者発表ができる。

２．学士力に求められる情報活用教育の課題
学士力の汎用技能として、ICTを駆使して様々

な知識を組み合わせて課題発見・解決に取り組

み、自分のビジョンを他者に発信していく情報活

用能力を実践的に身につける「情報活用教育」を

学位授与方針の中に位置づけ、全学的に取り組ま

れるよう配慮いただきたい。新たに情報教育の科

目を設定するのではなく、様々な分野の既設授業

の中で、情報活用の知識・技能・態度の活用体験

を繰り返し実践する授業を、教員間の連携・調

整・協働を通じてチームティーチングできるよ

う、教学のガバナンス関係者による理解と支援が

必要となる。協働の中で情報から知恵を創り、そ

れを活用して新たな価値創造に関与できる情報活

用能力が要請されているが、斬新な発想、独創的

な構想を創り出していくには、大学教育を出発点

とする教育では限界がある。高校教育の段階で情

報を科学的に捉える基礎を固めておく必要がある

が、高校で情報と科学を教える教諭が極めて少な

い。大学として高校教諭に支援の手を差し伸べる

必要があるのではないか、本協会として委員会で

検討している。

３．平成24年度における教育への情報化投資
の実態

教育研究部門での大学全体の情報化投資額は、

平成23年度に比べ11.6％の減、短期大学も10％

の減となっている。規模別では、Aの大規模校

8.5％の増、Dの入学定員2,000人未満で社会系複

数学部では10 .6％の増、Eの理科系単科大学

9.2％の増、Fの社会系単科大学で27.8％の増、G

の人文系単科大学6.5％の増となっており、増加

の大学が多くなっている。費用の内訳は、単純加

算平均で見ると設備関係13.7％の減、ソフトウエ

ア関係４％の減となっており、設備投資は一段落

したことが分かる。経常費補助金の中にレンタル、

リースの借入規模に応じて２分の１が補助されて

いたが、平成24年度からは学生数× 学生経費の
単価で配分され、物件費に使用できることから、

必ずしもICTを優先しなくなってきた。次に、学

生一人当たりで見ると、大規模大学、BとCの中

規模大学、Fの社会系単科大学、Hの医学系単科

大学、Iのその他系単科大学は前年度に比べ減少

している。短期大学法人は前年度に比べ増加して

いるが、短期大学は減少している。
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区　分
１大学当り
（中央値）

学生1人当り
（中央値）

【大学】
Ａ（入学定員３千人以上）

176,067 ↗ 7.1 ↘

Ｂ（２千人以上３千人未満) 69,820 ↘ 5.8 ↘

Ｃ（２千人未満自然科学含） 23,843 ↘ 6.2 ↘

Ｄ（２千人未満人文科学含） 18,295 ↗ 5.2 ↗

Ｅ（自然科学単科大学） 26,073 ↗ 8.8 →

Ｆ（社会科学単科大学） 6,356 ↗ 4.2 ↘

Ｇ（人文科学単科大学） 9,246 ↗ 5.0 ↗

Ｈ（医歯薬単科大学） 11,303↘ 9.4 ↘

Ｉ（その他単科大学） 12,136 ↘ 4.3 ↘

大 学 全 体 19,998 ↘ 5.8 ↘

【短期大学】
大学併設短大

3,317 ↘ 4.4 ↘

短期大学法人 1,626 ↘ 7.5 ↗

短 期 大 学 全 体 17,000 ↘ 4.4 ↘

(単位：万円）
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